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はじめに 

 

 急速な少子化の進行は、長期的には労働力人口の減少をもたらし、社会の様々な分野

に影響を与える可能性があるため、我が国では、平成１５年に「次世代育成支援対策推

進法」を策定し、保護者が子育ての第一義的な責任を有するという基本認識の下に、国、

地方公共団体、民間企業など様々な主体が、次代の社会を担う子どもたちが健やかに生

まれ育つ環境の整備に向け、社会を挙げた取り組みを進めてきました。 

しかしながら、依然として、子どもが健やかに生まれ育成される社会が実現されたと

までは言えない状況であることを踏まえ、平成２６年に期限を１０年間延長する法改正

が行われたところです。 

甲賀市では法の趣旨に則り平成１７年に第１次の特定事業主行動計画を、次いで平成

２７年に第２次計画を策定し、職員が仕事と子育ての両立を図ることができるよう取り

組んでいます。 

さらに、平成２７年９月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が制

定されたことに伴い、その第１５条に基づき、今回女性の活躍推進に関する取り組みを

示すため第２次計画を改定します。 

私たちが率先して、出産・育児における仕事と子育ての両立、介護をはじめとする支

援等、また、子育て中の職員だけでなく全職員が自分のライフ・ステージに合わせて「仕

事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」のとれた職場環境づくりを目指し行動す

ることは、総合計画の施策の柱のひとつである「安心して子どもを産み育てられるまち

づくり」の実現に対して、市民や市内事業所からの理解や協力を得るうえで大切な意味

があります。このため、男性も、女性も子どものいる人もいない人も、職員一人ひとり

が、この計画の内容を自分自身にかかわることとして捉え、お互いに助け合い、支え合

っていきましょう。 
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この計画は、～職員みんなで支え合う仕事と家庭の両立～が 

より図れるよう、次の任命権者が共同で策定するものです。 

 

甲賀市長       甲賀市議会議長     甲賀市教育委員会 

甲賀市代表監査委員  甲賀市選挙管理委員会  甲賀市農業委員会 
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１ 計画期間 

本計画の対象期間は、平成２７年度から令和３年度中までの７年間とします。 

令和３年度中に後期計画を策定します。 

 
平成２７年度                                令和７年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 計画の推進体制 

・啓発資料の作成、配布及び研修により行動計画の内容を周知します。 

・総務部人事課において各年度の実施状況を把握し、次期の計画に反映します。 

 

 
 

職 

 

員 

 

課 

職 
 

 
 

 

員 

長期休業中の職員 

 
 
所 

 

属 

 

長 

 
計画や制度の周知 

研修による周知 

人員配置 

情報提供・復職時研修など 

職員のライフス

テージに合わせ

た業務分担の見

直しなど 

（本計画）前期計画 
（平成２７年度～令和３年度） 

後期計画 
（令和３年度～令和７年度（案）） 

計 画 期 間 
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３ 次世代育成支援対策に関する具体的な取り組み 

（１）職員の勤務環境の整備 

① 既存の諸制度の周知徹底と意識啓発 

ア リーフレット配布等の情報提供 

ⅰ 育児休業や介護休暇、特別休暇等の各種制度をまとめたリーフレットを作成し、庁

内ＬＡＮを利用して、情報提供を行います。 

イ 制度の説明及び制度利用の聞き取り、啓発 

ⅰ 産前休暇等の申請が提出された際などに人事課は、リーフレット及び聞き取り表を

基に、職員に対し育児休業制度の説明と積極的な利用を促し、職員の意思の確認を

行う。 

② 妊娠中及び出産後の職員、介護に従事する職員に対する配慮 

   ア 母性保護、経済的支援措置、育児時間等の制度の利用 

ⅰ 庁内ＬＡＮ等を利用して、的確な情報を提供します。 

   イ 職員の健康や安全への配慮と業務分担の見直し 

    ⅰ インフルエンザ予防の徹底など、健康に配慮した措置を講じます。 

ⅱ 職員が育児休業、介護休暇制度を利用する際は、所属の業務分担を見直しま 

す。 

   ウ 子育てや介護の状況に応じた人事上の配慮 

ⅰ 子育て中、介護中の職員が、育児、介護と仕事の両立を図ることができるように、

必要に応じ人事上の配慮を行います。 

③ 子どもの出生時における父親の特別休暇等の取得促進 

    子育ての始まる時期に親子の時間を大切にし、子どもを持つことに対する喜び

を実感するとともに、出産後の配偶者を支援するために休暇制度の積極的な取得

を促進します。 

   ア 特別休暇及び年次有給休暇の取得促進 

    ⅰ リーフレットの配布や研修により、制度の周知及び適切な利用を促進します。 

    ⅱ 休暇取得に対する職員意識の啓発と職場環境の整備を行ないます。 

    ⅲ 対象職員に対して、特別休暇に合わせて年次有給休暇の取得を促進します。 

 
 

【過年度の実績】 

年 度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

対象者数 36 名 33 名 20 人 12 人 ２０人 

取得者数 17 名 12 名 14 人 10 人 １４人 

取得率 47.2% 36.4% 70.0％ 83.3％ 70.0％ 

妻の出産に伴い入院の付添い等を行う特別休暇取得目標値・・・１００％ 
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④ 育児休業等を取得しやすい環境の整備 

   ア 育児休業取得の促進 

ⅰ リーフレットに、育児休業制度及び経済的支援制度（育児休業手当金など）を掲載

し、産前休暇予定者等に配布します。 

   イ 男性の育児休業の取得促進 

ⅰ 妻が妊娠した際には「制度利用についての意思確認表」を男性職員に配布し、制度

利用への関心を高めます。 

ウ 育児休業からの円満な復帰 

    ⅰ 育児休業中の職員に対して、職場の情報提供を行います。 

ⅱ 復職前には研修を実施するとともに、復職予定者から要望があった場合に所属部署

との調整が図れた場合には、復職前にリハビリ勤務ができることとします。 

   エ 育児休業に伴う臨時的任用制度の活用 

ⅰ 所属からの代替職員の要求に応じ、臨時的任用職員により人員補充を行います。 

ⅱ 任期付職員の採用などについて検討を行います。 

ⅲ 部内での事務応援など、柔軟な職員配置を行います。 

ⅳ 必要に応じて子育て中の職員の状況に応じた人事上の配慮をします。 

 

【過年度の実績】 

年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

対象者数 89 人 93 人 72 人 60 人 ６０人 

取得者数 0 人 1 人 0 人 １人 0 人 

取得率    0.0%    1.1% 0.0％ 1.7％ 0.0％ 

    ※対象者数は３歳未満の子を養育する男性職員の数です。 

⑤ 子の養育が可能な勤務時間制度等の取得促進 

ア 育児短時間勤務又は育児部分休業制度の取得促進 

ⅰ 育児と仕事の両立に対する意識の高揚を図るため、小学校の始期に達するまでの子

どもを養育する職員に対し、育児のための短時間勤務又は部分休業の制度の取得を

促進します。 

   イ 育児短時間勤務を取得する職員の職場環境の臨時的任用制度の活用 

ⅰ 育児短時間勤務職員については相当な時間が休業となるため、配置について考慮し、

臨時的任用職員により人員補充を行います。 

 

 

 

 

対象男性職員の育児休業取得目標値・・・１％以上 

対象男性職員の育児短時間勤務又は部分休業の取得目標値・・・１％以上 
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【過年度の実績】 

年 度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

対象者数 104 人 110 人 104 人 101 人 ９８人 

取得者数 1 人 0 人 1 人 1 人 ０人 

取得率 1.0% 0.0% 1.0％ 1.0％ 0.0％ 

※対象者数は就学前の子を養育する男性職員の数です。 

 

⑥ 時間外勤務の縮減 

   ア 人員配置の見直し 

ⅰ 職員の時間外勤務状況を把握し、執行体制協議等を実施し、各所属の必要人員を把

握し適正な人員配置に努めます。 

   イ 事務の効率的執行の促進 

ⅰ 業務の必要性や事務執行方法を見直す機会とするため、職員は、業務手順書等を作

成し、もしくは必要に応じて改定し、所属長に提出します。 

   ウ 時間外勤務の削減のための意識啓発等 

ⅰ 業務の計画的執行への意識を高めるため、職員は、業務計画書を作成、改定します。

また、所属長は必要に応じて、所属課員が手順等を確認できるよう管理します。 

ⅱ 職員が限度時間を超える時間外勤務を行うことがないよう、計画的な業務の遂行や

応援体制の整備を図ります。 

ⅲ 時間外勤務の特に多い所属、職員を把握して、所属長にヒアリングを行い、状況の

分析や業務改善等の対策を協議検討し、所属職員への周知徹底を行います。 

ⅳ 小学校の始期に達するまでの子どもを養育する職員が申請した場合、深夜勤務及び

時間外勤務が制限される制度を周知します。 

ⅴ 3 歳までの子を養育する職員が申請した場合、時間外勤務をさせてはならない制度

を周知します。 

   エ ノー残業デーの周知徹底 

ⅰ 引き続き、毎週水曜日、毎月９・１９日を「家庭の日」として位置づけ、ノー残業

デーとします。 

 

    

 

【過年度の実績】 

年 度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

総時間数 77,379h 88,012h 79,622h 83,563h 69,490h 

延べ人数 8,172 人 7,800 人 7,632 人 7,702 人 7,730 人 

平均時間 ９.５h １１.３h １０.４h １０.８h ９.０h 

  

 

職員一人当たりの１ヶ月当たり平均時間外勤務時間数・・・６時間未満 
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 ⑦ 年次有給休暇の取得の促進 

   ア 相互応援できる体制づくり 

ⅰ 所属内での相互応援体制の整備を図るため、職員は、休暇取得予定も含め業務計画

について十分に打ち合わせし、所属内で計画内容を共有します。 

ⅱ 所属長は、所属内の相互応援体制の整備に努めるとともに、必要に応じて他部署へ

の応援依頼ができるよう日頃から相互応援への意識の共有と体制づくりに努めま

す。 

  イ 年次有給休暇等の取得促進 

    ⅰ 会議等において、定期的に年次有給休暇の取得を促します。 

ⅱ 学校行事、家庭の記念日等に合わせた年次有給休暇の取得を促します。 

ⅲ 引き続き、お盆の時期を夏季集中休暇期間とし、３日間の年次有給休暇を集中して

取得するよう呼びかけます。 

 

 

 

【過年度の実績】 

年 度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 

日 数 9.0 日 10.4 日 10.6 日 9.8 日 9.0 日 

※勤務条件等に関する調査によるデータ 

  ⑧ 仕事と生活の調和の推進に向けた意識啓発等 

ⅰ 研修を通じ、管理職の仕事と生活の調和に対する意識啓発を図ります。 

  ⑨ キャリア形成支援 

ⅰ 育児休業を取得する女性職員も含め、事務職員全体に対し適切なキャリアパスを提

示するよう検討します。 

  ⑩ 人事評価における考慮 

ⅰ 業務の効率的執行や休暇等の取得促進のための良好な職場環境づくりに向けて採

られた行動を、評価にあたって考慮できる制度設計に取り組みます。 

 

（２）その他の次世代育成支援対策に関する事項 

  ①子育てバリアフリーの促進 

ⅰ 子どもをつれた来庁者も安心して来庁できるよう、限られたスペースではあっても、

可能なかぎり授乳室やベビーベット等の設置に努めます。 

 

  ②子ども・子育てに関する地域貢献活動 

ア 職員の地域活動参加の支援 

    ⅰ 職員が、地域活動等に積極的に参加するよう働きかけます。 

職員一人当たりの年次有給休暇年間取得目標日数・・・１２日以上 
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イ 子どもの体験活動の支援 

ⅰ 子育てに関する活動に対して、利用可能な施設の情報提供を行います。 

ウ 子どもを交通事故や不慮の事故から守る活動の実施等 

ⅰ 機会を捉えて、交通事故防止を呼びかけます。 

ⅱ 職員に対して、交通安全教育を行い、安全運転意識の高揚に努めます。 
 

③ 学習機会の提供等による家庭の教育力の向上 

ⅰ 職員に対して、家庭教育に関する講演会等の情報を提供します。 

ⅱ 職員が、家庭教育に関する講演会等に積極的に参加するように働きかけます。 
 

４ 女性職員の活躍推進に向けた取り組み 

【取組目標】管理職の女性職員割合の向上 

○平成３２年４月１日までに 

・課長級以上の職員に占める女性職員の割合   ・・・２６％程度 

・課長補佐級以上の職員に占める女性職員の割合・・・３７％程度 

＜取組内容＞   

ⅰ 働き方改革への取り組み 

・ 次世代育成支援対策に関する具体的な取り組み（１）⑧における仕事と生活の

調和の推進に向けた意識啓発等により職員の働き方に対する意識改革に取り

組みます。 

・ 長時間労働を前提としない働き方を推進するための施策に関する検討を行いま

す。 

（平成２７年４月１日現在の度管理職職員数・登用率） 

 対 象 管 理 職

数（課長級以

上） 

左の人数に対す

る女性職員割合 

（人数） 

対象管理職数

（課長補佐級

以上） 

左の人数に対す

る女性職員割合 

（人数） 

市長部局 ８４人 １８％（１５人） １５６人 ２６％（４０人） 

市議会事務局 2 人 ５０％（ 1 人） ３人 ３３％（ 1 人） 

教育委員会 

事務局 １７人 １８％（ ３人） ５５人 ４７％（２６人） 

監査員事務局 1 人 0％（ 0 人） 1 人 0％（ 0 人） 

農業員会事務局 1 人 0％（ 0 人） 2 人 0％（ 0 人）

全体 １０５人 １８％（１９人） ２１７人 ３１％（６７人） 

 

おわりに 

今後働き方に関する調査や研究等を進め、次世代育成や職場における女性活躍が促進される職場環

境の整備を推進していくとともに、新たな取り組みを行うこととなった場合には、必要に応じて計画

期間内においても改定します。                     

平成２８年３月 甲賀市 


